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令和７年度「再商品化実施委託単価」及び「製品プラ等の協会経費単価」について 
 

拝啓 時下ますますご清祥のこととお喜び申しあげます。 

平素は、当協会の再商品化業務にご協力を賜り、誠にありがとうございます。    

さて、今般ご送付した「令和７年度『分別基準適合物（容器包装リサイクル法）及び分別収集物（プラスチック資源循

環促進法）の引き渡し』に係る申込み」に関する資料につきましては、令和７年度再商品化委託単価が未記入のまま

印刷されております。        

これは資料の印刷時点ではまだ数値が確定していなかったためですが、申込書類発送に間に合うタイミングでお

知らせできることとなりましたので、大変恐縮ですが、この資料にて標記委託単価のご連絡とさせていただきます。  

敬具 

         

 令和７年度再商品化実施委託単価は以下のとおりです。 

特定分別基準適合物 再商品化実施委託単価（消費税・地方消費税含まず） 

ガラスびん（無色） １１，０００円 / トン （ １１．０円 /ｋｇ） 

ガラスびん（茶色） １３，９００円 / トン （ １３．９円 /ｋｇ） 

ガラスびん（その他の色） ２０，２００円 / トン （２０．２円 /ｋｇ） 

ＰＥＴボトル ８，８００円 / トン （８．８円 /ｋｇ） 

紙製容器包装 ２２，０００円 / トン （２２．０円 /ｋｇ） 

プラスチック製容器包装 ６３，０００円 / トン （６３．０円 /ｋｇ） 

 

 令和７年度製品プラ等の協会経費単価は以下のとおりです。（消費税・地方消費税含まず） 

製品プラ等の協会経費単価 ２，７９２円 / トン （２．７９２ 円 /ｋｇ） 

（製品プラ等の協会経費単価の詳しい計算方法につきましては裏面をご確認ください。） 

 
※令和７年度の再商品化実施委託単価等が記載された、資料１「『分別基準適合物の引き取りおよび再商品化』の

概要（令和７年度版）」、資料１２「プラスチック資源循環促進法（３２条）に基づき分別収集物の再商品化を委託す
る際の手続き等について」は、後日、あらためてお知らせ通知等にてご連絡させていただきます。    
      

 【ご参考】 特定事業者責任比率及び市町村負担比率 

特定分別基準適合物 特定事業者責任比率 市町村負担比率 

ガラスびん（無色） 94% 6% 

ガラスびん（茶色） 88% 12% 

ガラスびん（その他の色） 92% 8% 

ＰＥＴボトル 100% 0% 

紙製容器包装 99% 1% 

プラスチック製容器包装 99% 1% 
※この比率は、令和６年９月２６日の産業構造審議会で提示されていますが、「容器包装に係る分別収集及び再商品

化の促進等に関する法律施行規則の一部を改正する省令案」等に対する意見募集（パブリックコメント）の終了後に
確定となります。         

以上 

重 要 



 

令和７年度 市町村が負担する製品プラ等の再商品化に係る協会経費単価について 

 

＜令和７年度に市町村が負担する協会経費単価（税抜き）の計算方法＞ 

〇令和７年度予算におけるプラスチック容器事業部の協会経費総額は以下のとおりです。 

    → ① １，００３，９４３，０００円   

〇協会経費総額を製品プラ等の再商品化に直接関係のない経費（特定事業者固有経費）と製品プラ等のベール品

質調査費や製品分析費といった明確に区分が可能な経費（市町村固有経費）、再商品化事業者、市町村、協会全

般に関わる経費で明確に区分が不可能な経費（共通経費）とに分けます。 

→ ② 特定事業者固有経費  ３６５，０６２，０００円   

→ ③ 市町村固有経費      ５０，９００，０００円  （令和６年度実績見込み額） 

→ ④ 共通経費          ５８７，９８１，０００円     

〇共通経費を６月に実施した協会調査により把握した容リプラと製品プラ等の申込見込量で按分します。 

     → Ａ 申込見込量総量   ＝６７０，１８０トン 

Ｂ 容リプラの申込見込量  ＝６４３，５２６トン     Ｄ 容リプラの割合 ＝９６．０ 

Ｃ 製品プラ等の申込見込量 ＝ ２６，６５４トン     Ｅ 製品プラ等割合 ＝ ４．０ 

→ ⑥ 共通経費のうち市町村負担額 ＝５８７，９８１，０００円×４．０／１００ ＝ ２３，５１９，２４０円  

    （⑥＝④×Ｅ/１００） 

〇市町村固有経費と共通経費のうち市町村負担額を足したものが市町村が負担する協会経費となり、それを製品プ

ラ等の申込見込量で割ったものが協会経費単価となります。 

     → ⑧ 市町村が負担する協会経費＝５０，９００，０００円＋２３，５１９，２４０円＝７４，４１９，２４０円 

        （⑧＝③＋⑥） 

     → 市町村負担経費単価 ＝ ７４，４１９，２４０円／２６，６５４トン ＝ ２，７９２円／トン（税抜き） 

        （市町村負担経費単価＝⑧/Ｃ）                  （令和６年度は ２，２７５円／トン（税抜き）） 

 
※なお、令和７年度に市町村が負担した金額と令和７年度の実績額との差額は、令和９年度予算において市町村

負担に加算することになります。 

以上 

プラスチック容器事業部の協会経費（令和７年度予算ベース） ① 
１，００３，９４３，０００円 

対象外経費 ② 
特定事業者固有経費 

 

３６５，０６２，０００円 

対象経費 ③ 

（市町村固有経費） 
製品プラ等の品質調

査・製品分析の経費 
 

５０，９００，０００円 

対象経費 ④（共通経費）⇒重量按分 

再商品化事業者・市町村・協会全般に関わる経費 
５８７，９８１，０００円 

申込見込総量Ａ  670,180 

容リプラ見込量Ｂ 643,526 

製品プラ等見込量Ｃ 26,654 

容リプラ割合Ｄ 96.0 

製品プラ割合Ｅ  4.0 

共通経費のうち 
特定事業者負担額 ⑤

（④×96.0/100） 

５６４，４６１，７６０円 

共通経費のうち 
市町村負担額 ⑥
（④×4.0/100） 

２３，５１９，２４０円 

特定事業者が負担する協会経費 ⑦ 
（②＋⑤） 

９２９，５２３，７６０円 

市町村が負担する協会経費 ⑧ 
（③＋⑥） 

 ７４，４１９，２４０円 
 


